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研究成果の概要（和文）：  本研究では、サービス産業におけるBGCの出現可能性及び競争優位の解明に必要な
知見を導出するために、国際経営論さらにはBGCの先行研究を整理し、日本国内でBGCもしくはボーングローバル
的な現象がみられる3社の事例を基に考察を行った。
　その結果、①海外進出においては、現地国のオファーによるプル要因が考えられること、②企業単位ではな
く、「一組織」が事業の多角化の一環で、新規事業の設立と同時に、海外進出する可能性があること、③サービ
ス産業の業界は多岐にわたっており、業種の特性(労働集約型／資本集約型／知識集約型等)によって商品やサー
ビスの提供方法が異なる可能性があることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：  One of the distinguishing characteristics of born global companies is the 
early age at which they venture abroad. In previous researches, the international process models of 
the companies that focuses on incremental and gradual models such as import/export, alliance, 
establishing of a local production and selling subsidiary, and research and development center. Some
 scholars believe that born global companies are concentrated in import/export companies, 
high-technology industries. However, there is substantial evidence to suggest that the candidate for
 born global research is more widespread.
  We concluded that three factors as follows. The firstly is born global companies can be found 
multinational, many industries, and large/small scale. The secondly is born global companies 
assemble to support the theory of resource-based view, dynamic capabilities, and meta-national. The 
thirdly is we should discuss classification service industries by the following characteristics.

研究分野：サービスマネジメント
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
企業のグローバル化が進展するなかで、企
業や組織の形態が多様化してきている。企業
の国際化へのプロセスに関する議論は、これ
まで大企業を中心に数十年という長い国内
事業の期間を経て、国際貿易(輸出入)、技術
供与(アライアンス)、現地生産、販売子会社
の設立、そして研究開発拠点(R&D)というプ
ロセスで形成してきたという流れが主流で
あった。 
しかしながら 1990 年代初頭より、中小・
ベンチャー企業を中心に創業後もしくはそ
の後まもなく、国際的な事業を展開する例が
みられるようになってきた。しかも 1カ国で
はなく、複数国への海外進出を創業と同時に
展開し、成功を収める企業も出現するように
なってきた。これらの企業は、“生まれなが
らのグローバル企業”という意味合いから
「ボーングローバル企業 (Born Global 
Companies)：以下 BGCと記す」といわれて
いる。 
これまで BGC をはじめ、早期に海外進出
する企業に関する様々な研究がなされてき
たが、そのなかで共通していえることは、北
欧諸国を中心に出現するケースが多く、その
大半は輸出事業あるいは情報技術、エレクト
ロニクス、バイオテクノロジーといった知
識・技術集約型産業であった。したがって、
BGC は産業特殊的な現象なのか、疑義が生
じるところである。 

 
２．研究の目的 
企業を取り巻く環境の変化は、サービス産
業の海外進出を加速する動機にもつながり、
国際的な事業を展開する障壁が低くなった
ことがいえる。実際に企業の海外進出動向を
みると、非製造業、いわゆるサービス産業の
躍進がみられる。例えば、経済産業省が 2017
年 4 月に発表した「海外事業活動基本調査
(2015年度実績)」によると、日本における海
外進出先国現地法人分布の状況では「製造
業」(11,080社)、「非製造業」(14,153社)であ
り、製造業以外の産業の海外進出が伸びてき
ているといえる。 
また、一部の研究者からは、デンマークで
みられる BGC は、金属製造、家具、加工食
品、消費者向け製品といった産業を含んでい
るとも指摘しており、BGC のなかにサービ
ス産業が含まれていることが示されている。 
以上のことから、企業の経営環境の変化や 
一部の研究者の見解を踏まえると、BGC が
サービス産業においても出現している、もし
くは将来的に出現するのではないか、という
問題意識が生まれる。 
そこで本研究は、サービス産業が BGC と
して出現する場合の動機づけや競争優位を
含めた経営手法、および将来の可能性につい
て、文献研究および事例分析から解明するこ
とを目的とする。 
実際にサービス産業の BGC として事業を

展開している数少ない事例を抽出し、BGC
がどのような動機で出現したのかを解明し、
研究分析の視点について考察する。 

 
３．研究の方法 
第一に、BGC の特徴について先行研究を
整理し、サービス産業への適用可能性につい
て考察する。特に従前の国際経営論の学術領
域で議論されてきた理論が適用できるのか、
検証する。 
第二に、日本のサービス産業が BGC とし
て事業展開する場合の課題について検討し
たうえで、実際にサービス産業の BGC とし
て事業を展開している数少ない企業を抽出
する。 
最後に、上述の企業において海外進出の動
機、経営手法、将来の展望等について分析し、 
将来的なサービス産業の BGC における研究
分析の視点について考察する。 
 
４．研究成果 
 
4-1.BGC における先行研究の整理 
 「ボーングローバル」という名称が用いら
れたのは、オーストラリアのマッキンゼー社
(McKinsey&Co.,1993)といわれており、近年
は北欧諸国やアメリカのシリコンバレーで
数多くみられるようになった。その理由とし
ては、地理的に近接しあっているヨーロッパ
において市場にアクセスしやすい点や国際
的なベンチャー企業が出現しやすい産業集
積地という地理的特性が挙げられている。 
 さらに今日においては先進国(オーストラ
リア、デンマーク、日本、およびアメリカな
ど)のみならず、新興国(中国やインドなど)
においてもBGCが見受けられるとの指摘もあ
る。BGC はこれまでは小さい国内市場にしか
存在しないとされてきたが、世界中で著しい
数で出現し続けていると指摘されている。 
 BGC における経営手法の特徴については、
その大半が「差別化戦略」を採用しているこ
とが挙げられる。すなわち、大企業のように
豊かな経営資源を有しているわけでもなく、
スケールメリットを追求したコストリーダ
ーシップ戦略は採用できないため、ニッチ市
場に対して特徴的な製品を投入することに
より、顧客のロイヤリティを刺激している。
企業は顧客の要望に対応しカスタマイズさ
れた製品を提供することによって信頼感を
醸成し、中小企業ならではの強みを生かして
競争優位を獲得するという経営戦略である。 
 従来の国際経営論を概観すると、直接投資
の海外進出の例として用いられるハイマー
＝キンドルバーガー理論は、外部市場での取
引コストを回避するための方策として内部
化の意義が主張されているが、実際には内部
化を行っても同様にコストが発生し、すべて
のケースにおいて外部市場における取引コ
ストを上回ることは疑わしいとの指摘も存
在する。 



 また、BGC においては既述のとおり外部市
場との緩やかなネットワークの関係性が重
要になるため、ライセンス供与やフランチャ
イズによる地場企業との連携も重要になっ
てくることから、市場取引か内部化かといっ
た二分法で議論することは適切でないとい
える。 
 同様に用いられる折衷理論に関しては、完
成度の高い理論のひとつとして評価される
べきとの意見が多い一方で、BGC においては
企業の規模、海外で事業を展開するまでの期
間、さらには海外進出先国における制約等に
おいて適用できない点が多々散見される。 
 他方、資源ベース論、そこから派生したダ
イナミック・ケイパビリティ論、そしてメタ
ナショナル経営論については、BGC の戦略行
動の分析や競争優位を解明するうえで参考
になると考えられる。 
 Rialp and Rialp(2006)は、スペインの輸
出を中心とした製造業を対象に実施し、人的
および組織的な資本資源の双方がBGCの成功
に重要な影響を与えていることを明らかに
した。また、Weerawardena, et al.(2007)は、
BGC の国際化および国際的業績において最も
重要なケイパビリティは、内部に焦点を当て
た学習ケイパビリティ、ネットワーキング・
ケイパビリティ、そしてマーケティング・ケ
イパビリテイであると述べている。そのうえ
で、国際的な起業家精神志向、これまでの国
際経験、一般的な学習志向等から生じるケイ
パビリティは BGC の創業、さらにはそれを促
進する知識集約製品の開発を導くことにな
ると述べている。 
ダイナミック・ケイパビリティ論の「ダイ
ナミック」とは、進化する経営環境の中で調
整・統合するための経営者の能力を指してい
る(Teece,et al, 1997)。したがって、BGC が
生まれながらのグローバル企業として創業
時もしくはその後まもなく国際事業に進出
できる理由や、BGC が有する競争優位を解明
していくためには、BGC が組織内部に有する
ケイパビリティと関係があるのではないか
と考えられている(McDougall,et al,1994)。  
特に新規市場が出現、もしくは既存市場が
革新されるときに、所有する自社の経営資源
を再配置し、効果的に利活用するための能力 
との関係が強いと考えられている。換言すれ
ば、企業の知識ベースのなかに新知識を取り
入れる際のプロセスと関係している(例えば
Liesch and Knight,1999)。 
 したがってBGCの競争優位を解明するには、
資源ベース論、さらにはダイナミック・ケイ
パビリティ論の視点から検証することが可
能であり、特に経営資源が限られている BGC
がグローバル市場で生き残りを成功するた
めの理論的根拠を2つの理論は提供している
という指摘も存在する。 
 さらに、近年ではこのメタナショナル経営
とBGCのマネジメント手法が類似しているの
ではないかという指摘も存在する(例えば何, 

2011)。中村(2010)は両者の類似点と相違点
について以下のように整理している。 
類似点に関しては、①今日のグローバル知
識経済の時代に出現し、成長している、②産
業や技術の特徴として、ICT やナノテクノロ
ジー等をはじめとした知識集約型産業に属
するものが多い、③創業当初は十分な経営資
源を持たない段階から出発する、④本国に立
脚した競争優位性を持たないので、世界に散
在するさまざまな知識を感知、確保し、それ
を自社に移動、融合させ、変換、活用して、
売上や利益の拡大を図る、⑤｢自国至上主義｣、
「自前主義」、「先進国至上主義」の先入主か
ら脱却している、⑥競争劣位にある企業でも、
国際ビジネスのやり方次第では大規模なグ
ローバル企業へと成長する可能性がある、⑦
BGC は世界中の連携企業から学び差別化に
よるグローバル・ニッチ戦略を採るが、メタ
ナショナル企業も世界中に拡散している知
識から学ぶ、⑧国際化の発展段階が、双方共
に速くて途中の段階を飛び越す場合もある、
などである。  
相違点については、まず企業規模に関して 
BGC はベンチャービジネスあるいは中小企
業なので、BGC の方がメタナショナル企業よ
り比較的規模が小さいといえる。国内市場の
規模についても、一般的に BGC の方が小さ
いといえる。  
BGC は国内市場の規模が小さいので海外市
場進出の動機がより積極的に働くのである。 
最後に経営主体については、BGC の場合は豊
富な国際的な経験と知識を有する起業家で
あるが、メタナショナル経営の場合は複数の
そのような経営者たちによって組織された
チームである、と類似点及び相違点を分析し
ている。 
BGC の原点は、「間違った場所に生まれた企
業」さらには「隠れたチャンピョン」(hidden 
champions)といわれているように国際的に
ニッチな戦略を採っていることが窺える。 
 
4-2. サービス産業における BGC の適用可能
性―サービス産業における海外進出の特徴
から― 
 
サービス産業が海外進出を行う場合、製造
業のようにモノによる「輸出」を行うことは
原則的に考えられない。特に対人サービスを
伴う労働集約型産業は、現地子会社またはそ
れに代わる存在を設立(置)し、現地の消費者
や従業員、取引業者、業界連合、行政、さら
には政府との関係を維持しながら企業活動
を行っていかなければならない。 
 サービス産業のひとつである小売業の海
外進出を例に挙げる場合、いくつかの研究対
象がある。 
第一に、参入動機・参入方法である。これ
は参入動向に関する実態の把握に関する研
究(Hollander, 1970)であり、「だれが」「い
つ」「どこに」「なぜ」国際化するのかという



点を中心に明らかにされた。具体的には、時
期や規模を含めた海外進出先国の動向や、参
入方法(合弁会社、完全所有子会社、フラン
チャイズ等)、そして参入動機(プッシュ要因
(国内市場の飽和)もしくはプル要因(海外市
場の魅力)を解明することに主眼が置かれて
きた。 
サービス産業が国際的な事業を成功させ
るには、企業の経営資源を有効させることの
みならず、海外進出先国の市場環境、法的規
制、経営戦略、その他(例えば株主や取引業
者からの圧力等)の複雑な要因が関係してく
る(OXIRM, 1997)。さらに、Alexander(1997)
は小売業の参入動機を4つの類型(「土着的」、
「能動的」、「受動的」、「発展的」)に分類し
たうえで、「国内市場の成熟化(プッシュ要
因)」と「国際市場におけるビジネスの発展
(プル要因)」の視点から各企業の参入動機を
分析している。 
第二に、サービス産業(特に小売業)に関す
る国際化研究が成熟してきたのち、多くの研
究者は企業の戦略パターンを対象とするよ
うになった。 
矢作(2007)が検証した内容によると、これ
までの戦略パターンの研究視点は、市場と企
業組織の 2つの整理できる。企業組織につい
ては、企業の経営資源や進出の業態に着目し
たうえで、国際的な事業を進めていくうえで
求められる商品、業態、知識に集約できる。 
商品に関しては、マーケティングの視点か
ら取扱商品の価格、品質、品揃えのみならず、
近年ではプライベートブランド(PB 商品)の
競争力も重要になり、ある種の輸出に近い現
象ともいえる。日系企業でいえば既にイオン
やイトーヨーカドー、さらには大手コンビニ
エンスストアも含めて PB 商品による競争優
位を獲得しようとしている。 
 もうひとつは店舗運営、物流システム、フ
ランチャイズの手法も含めた経営ノウハウ
に関する知識移転である。サービスのオペレ
ーションについては、現地従業員の人材教育
とも関係することから、サービス産業におい
ては知識移転が重要となる。製造業と大きく
異なる点は、生産過程において下請工場やア
ウトソーシングで委託する場合が多数存在
し、製品と工場を「分離」して輸出すること
が可能であるが、サービス産業では一般的に
商品と店舗の分離が困難である。 
 ホテルやレストラン等の特に労働集約性
の高いサービス産業に関しては、無形性のサ
ービス商品が多く、海外進出においては暗黙
知の知識移転も含まれる。 
Clark et al(1996)によると関係ベース・
サービス(Contract-based services)といわ
れているようなサービス提供者や顧客が国
境を超えて事業を展開するようなケースの
場合、「無形性の知識移転の割合が高くなる
ほど、移動障壁(Mobility barriers)や文化
の不明瞭性(Cultural opacity)が高くなる」、
さらには「文化の不明瞭性が高くなるほど、

外国企業のマーケットシェアが低くなる」こ
とを明らかにし、無形性がサービス産業の知
識移転あるいは国際事業への進出に少なか
らず影響を与えているといえる。 
 したがって、サービス産業の BGC を分析す
る場合、単なる商品の輸出にとどまらず、経
営ノウハウや暗黙知を含めた知識移転や人
材教育も議論の対象となる。BGC 出現の背景
としては、①世界中で貿易や投資への障壁が
減少してきたこと、②消費者のライフスタイ
ルや嗜好が世界中で収斂し始めてきたこと、
③輸送やコミュニケーションの技術に関す
る進展がみられること、④国際的な経験を有
する人材が増えてきたこと等が挙げられる。 
 よって、サービス産業の場合は現地の消費
市場、労働市場、そして取引市場との関係性
が重要になってくることから、上述の①から
④は適用できるとは必ずしもいえないため、
独自の分析手法が必要となる。 
 
4-3. サービス産業におけるBGCの事例分析 
BGC の事例研究においては、国内外を問わ
ず盛んにおこなわれているが、その対象は大
半が情報技術、エレクトロニクス、バイオテ
クノロジーといった知識・技術集約型産業も
しくは輸出を主とした製造業に焦点を当て
ているケースが多かった(中村, 2010)。 
BGC のなかで「最もボーングローバルな企
業」(most born global)は、優れた輸出実績
をあげていると述べられていたり、国際化の
初期段階で BGC は、輸出によるアプローチが
好まれているという指摘も存在する。 
 近年では、BGC は国、企業、産業も多岐に
わたって出現してきており、専ら事例研究の
対象となるのは、BGC の戦略行動の特徴であ
った。BGC は伝統的な多国籍企業と比べて、
確かに国際事業までのスピード(時間軸)と、
顧客や市場の開拓をはじめとした現地での
事業展開(空間軸)に関しては、特異な行動を
とるといわれてきた。しかしながら、BGC の
研究が進んでいくにつれて、BGC と他の企業
では、経営戦略においてそれほど大きな違い
はないのではないか、という指摘も散見され
はじめてきた(高井・神田, 2017)。 
 そこで本研究の事例研究では、日本のサー
ビス産業を対象に、BGC といわれる企業の情
報を収集したが、実際に得ることができた企
業は非常に少なく、会社全体ではなく、組織
(一事業部)でホテルやレストランを創業し、
海外進出する例もみられた。 
 BGC の定義からいえば、企業の創業と捉え
るか、新規事業単位でとらえるかは非常に難
しいところであるが、今後の分析の参考とす
るため、本研究では両者を分析対象とし、3
社 (俺の株式会社、良品計画のホテル事業、
株式会社ブイキューブ)を抽出した。 
 実際にサービス産業におけるBGCもしくは
ボーングローバル的な事業について3社の分
析を行った結果、①海外進出においては、現
地国のオファーによるプル要因が考えられ



る、②企業単位ではなく、「一組織」が事業
の多角化の一環で、新規事業の設立と同時に、
海外進出する可能性がある、③サービス産業
の業界は多岐にわたっており、業種の特性
(労働集約型／資本集約型／知識集約型等)
によって商品やサービスの提供方法が異な
る可能性があることが明らかになった。 
 特にサービス産業については、中小そして
厳密には自営業のような零細企業も含まれ
ることから、海外進出先国の法律や制度をク
リアしなければいけない問題も大きく、BGC
のフェーズまで到達するには、フランチャイ
ズやマネジメントコントラクトといった現
地資本との契約問題も今後は分析対象にな
ってくるといえる。 
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